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最低賃金の改正決定にかかる関係労働者及び関係使用者の

意見書・声明 



受付順 団体の名称・陳述人氏名 申入日（受理年月日） 意見書の概要（表題）等 

１ 広島県労働組合連絡協議会 

議長 池上 文夫 

令和５年７月 24 日 

（令和 5 年 7 月 24 日） 

広島県最低賃金に関する

要請書 

２ 郵政産業労働者ユニオン広島支

部 

令和５年７月 20 日 

（令和５年７月 24 日） 

広島県最低賃金の改正決

定に係る意見書 

３ 郵政産業労働者ユニオン広島中

央支部 

支部長 永瀬 智之 

令和５年７月 24 日 

（令和５年７月 24 日） 

広島県最低賃金の改正決

定に係る意見書 

４ 広島中央郵便局時給制契約社員 

岡崎 徹 

令和５年７月 22 日 

（令和５年７月 24 日） 

2023 広島県の最低賃金改

定の審議に向けての意見

書 

５ 郵政産業労働者ユニオン中国地

方本部 

広島県協議会事務局長 

上関英穂 

令和５年 7 月 23 日 

（令和 5 年 7 月 24 日） 

広島県最低賃金の改定決

定に係る意見書 

６ 広島県労働組合総連合 

 

神部 泰 

（令和５年 7 月 24 日） 広島県最低賃金の大幅引

き上げと全国一律制度の

導入、及び審議会の運営に

ついての意見書 

 ７ 広島合同労働組合 

生協ひろしまパート支部 

支部長 磯崎 光 

令和５年 7 月 23 日 

（令和５年 7 月 24 日） 

2023 年度広島県最低賃金

改正決定にむけた意見書 

８ 広島合同労働組合 

生協ひろしまパート支部 

書記長 田頭 奈美江 

令和５年 7 月 21 日 

（令和５年 7 月 24 日） 

2023 年度広島県最低賃金

改正決定にむけた意見書 

９ 広島県労働組合総連合 

事務局長 門田 勇人 

令和５年 7 月 24 日 

（令和５年 7 月 24 日） 

広島県最低賃金の改正決

定にむけての意見 

 10 広島県労連女性センター 

幹事 浜崎 理恵 

令和５年 7 月 24 日 

（令和５年 7 月 24 日 

広島県最低賃金改正にむ

けての意見書 

 11 陶山 裕子 令和５年 7 月 24 日 

（令和５年 7 月 24 日 

2023 年度の地域別最低賃

金にむけた意見書 

 12 ヒロシマ労連 

三宅 敏明 

（令和５年 7 月 24 日） 最低賃金 いますぐ 

「全国一律1500円に」 

してください 















2023 年 7 月 23 日 

広島地方最低賃金審議会 委員各位 

広島合同労働組合 生協ひろしまパート支部 

支部長   磯崎 光 

 

2023 年度広島県最低賃金改正決定にむけた意見書 

 

私たち生協ひろしまパート労組では、働く者の切実な生活実感の声を伝えて、

賃上げを要求しています。２０２３年の春闘では賃上げは実現しましたが、約

1.5％でした。しかし、食料品の値上げ、電気ガス水道光熱費、ガソリン代は上

がり続けて、私たちの家計を苦しめています。共働きは当たり前、ダブルワーク

をしている人も多いです。「働いても働いても、出ていくお金のほうが多すぎる」、

「これでは、子どもの進学費用を用意するのが難しいので、借りるしかない。で

も、将来の返済が不安」、「親は働きづめで、夏休みもどこにも子どもを連れてい

ってやれない」など苦しい声ばかりです。子どもには、いつも明るい顔を見せて

いたいけど、大人は働き過ぎて、疲れた顔をしています。これでは、子どもたち

も明るい未来を描けないと思います。 

労働組合の組織されていない職場がほとんどです。最低賃金近傍で働く多く

の人々は、最低賃金の上昇だけが頼りです。社会を支えているのは多くの働く者

たちです。その声に耳を傾けて、最低賃金の大幅な引き上げの議論をお願いしま

す。 

 

以  上 

 

 



2023 年 7 月 21 日 

広島地方最低賃金審議会 委員各位  

広島合同労働組合 

生協ひろしまパート支部 

書記長 田頭 奈美江 

 

2023 年度広島県最低賃金の改正決定にむけた意見書 

 

 生協ひろしまパート労組はパートやアルバイトの仲間で組織している労働組合です。 

多くの仲間が広島県の最低賃金 930 円ギリギリ、いわゆる最低賃金近傍と言われる時

給で働いています。2022 年初頭から始まった１年半以上も続く物価の上昇は、暮らし

を圧迫し、誰もがきびしい状況に苦しんでいます。 

食料品や日用品、電気・ガス代、ガソリン代、どれも贅沢などせず本当に普通に生

活しているだけで、否応なくかかってしまいます。「食費を削るために、特売品と見切り

品で毎日のメニューを考えています。」「子どもには好きなものをおなかいっぱい食べ

させたいけど、おかずを 1 品減らさないと予算が足らなくなってしまう」「寒くても部屋の

中ではコートを着て我慢している」「高齢の母にエアコンの温度を上げないように言っ

てしまい、申し分けない気持ちでいっぱい」など、この間、いろいろな所、いろいろな機

会に私たちの切迫した現状を訴えてきている事を、委員の皆さんもご存じだと思いま

す。 

ひとくちにパートと言っても、皆いろいろな状況に立たされています。一人暮らしの

単身者や年金者、シングルマザー、また、配偶者がいても、主たる生計者として働いて

いる人もいます。多くのパートが以前のような家計の補助的役割を担っているのではな

く、自分が得た賃金が生活の土台そのものになっている事は間違いありません。 

私たちは、できる限りの思いつく事を工夫して、節約して、自分と家族の生活を守っ

てもきました。でも、もう限界です。1日働いた得た賃金がそのまま、買い物や支払いに

出て行ってしまうような生活では、手元に残るお金の実感もなく、金銭的に余裕がない

ばかりか、精神的にも疲弊しています。 

 

2023 年の春闘では、私たちも生協理事会に賃上げを求めて交渉しました。その結

果、賃上げは実現しましたが、4％もの物価高騰に追いつくはずもなく、実質的な賃金

は下がっていると実感せざるをえませんでした。春闘で多くのメディアが取り上げてい

た「大幅賃上げ」とは、大企業の話で、賃上げの効果は地方の中小企業には波及して

いないと感じます。「大幅賃上げ」どころか国が定める最低賃金の基準、引き上げ額で

さえ、中小企業には影響が大きく、賃金を上げなければならない事はわかっていても



経営基盤や競争力の弱い中小企業は賃上げができない状況です。それはそのまま働

く人の賃金に直結してしまいます。日本は 99％以上が中小企業だと聞きました。国に

よる中小企業への支援体制を強化して、非正規労働者はもとより、すべて労働者に関

わる最低賃金を早急に引き上げができるようにしてください。 

 

今春、わたしの息子が就職をしました。息子との間で昨年交わした会話をお伝えし

たいと思います。 

就職先を探していた息子が、わたしの時給を尋ね、その返答を聞いた時「なんでそ

んなに安い時給なのか。東京はアルバイトでも 1000 円以上もらえるのに」と驚きました。 

国が決める最低賃金は地域ごとにランク別に分けられていて、企業はその地域の最低

賃金を目安に時給を決めている。広島県の生協で働いている限り、東京の時給と一緒

になることはない」と説明すると、彼は「生協は全国にあって、仕事の内容は変わらな

いはず。なぜ、同じ仕事で賃金の差が出るのか。同じ仕事で賃金がかわらないのなら、

東京や大阪で働いたほうがいいのではないか」と言っていました。最低賃金の地域間

格差は「生まれ育ったところで安心して、安定した生活を送りたい」という選択肢さえ奪

いかねないと思いました。若者が地元を離れ、最低賃金の高い都会に出ていってしま

えば、単に労働力の流出だけでなく、地域全体の衰退を招きます。私たち労働者が、

自分の望む場所で、自分らしい生活を送るためにも、全国どこで暮らしていても、同じ

仕事には同じ賃金、同一労働同一賃金を実現させる事が必要です。 

 

 最低賃金は、なんとか生きていけるだけの最低限のセーフティネットではないはずで

す。憲法２５条では「すべて国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有

する」とあります。 

今から、夏の暑さが本格化し、私たちは、また、自分や家族の健康と電気代を天秤

にかけながら過ごしていく日が続くことでしょう。最低賃金の引き上げは待ったなしです。

すべての人が、人間らしい当たり前の暮らしが営めるよう、賃金の根元である「最低賃

金」が大幅に引き上げられることを望みます。 

 

                                                  以上。 

 



２０２３年７月２４日 

広島地方最低賃金審議会御中 

広島県労働組合総連合 

事務局長 門田勇人 

 

            広島県最低賃金の改正決定にむけての意見 

 

１、最低賃金全国一律制実現を要望する 

私は全国一律制の確立を求めており、その理由を述べる 

最低賃金の地域間格差は２００６年「最高：東京７１９円」「最低：青森、沖縄など６１０円」（格

差１０９円）であった。 

それが、２０２２年「最高：東京１０７２円」「最低：秋田・高知など８５３円」（格差２１９円）と

なり、１５年間で格差は１１０円開いている。ちなみに２００６年「広島６５４円」（東京との格差

６５円）であったのが、２０２２年「広島９３０円」（東京都の格差１４２円）と格差は７７円開い

ている。 

格差拡大の原因の一つに現在の日本の最低賃が ABCD と４ランク制をひいていることがある。今年

度から４ランクを３ランクにされたが、これでは何の解決にもならない。 

ちなみに、地域別最低賃金の国はインドネシア、中国、カナダ、日本のみであり全体の３％（２０

１３年度調査）と少数である。法改正して全国一律にすることを決断しない限り、地域間格差を解

消することはできない。 

 

２、審議会傍聴人数撤廃と公開について 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

２023 年４月６日 第 65 回中央最低賃金審議会 議事録 – 厚労省    （番号、下線は門田） 

（３）議事の公開 

 中央最低賃金審議会運営規程において、①会議は原則公開とされ、率直な意見の交換又は意思決

定の中立性が損なわれるおそれがある等の場合には非公開とすることができるとされている中、目

安審議の透明性を高める観点から、議事の公開について検討を行った。 

 これに関しては、議論の透明性の確保と率直な意見交換を阻害しないという２つの観点を踏まえ、

公労使三者が集まって議論を行う部分については、公開することが適当との結論に至った。その際、

事務局においては、②円滑な進行及び傍聴者に配慮した、公開に係る企画運営の在り方を検討すべ

きである。 

 加えて、議事の公開が議論になるのは、③目安審議における議論のプロセスが見えづらいもので

あると外部から受け止められていることが原因であると考えられる。この問題への対応としては、

目安審議の報告において最低賃金法第９条第２項の３要素のデータに基づく議論の結果をより丁寧



に記載し、④地方最低賃金審議会を含む目安審議の議論を注視する者に対して議論のプロセスをで

きるだけ分かりやすく示すことで、審議の透明性や納得感を一層高めることも重要である。また、

議事録の早期公開については、引き続き事務局において努めることが適当である。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

以上を踏まえると、これまで以上に審議の公開が求められ、審議の傍聴を希望するものに対して

は、よりいっそうの配慮が必要である。 

鳥取地方最低賃金審議会は、平成２０年より「会議室に入れるだけは傍聴を入れる」という方針

をとっており、専門部会のすべてを公開している。 

一方、広島地方最低賃金審議会は、「会場の広さを理由に、傍聴者数は５人と制限」し、「率直な意

見交換ができない」などとの理由で。専門部会を「全面」最近は「一部非公開」としている。 

鳥取地方最低賃金審議会会場は、広島合同庁舎２号館６階７号会議室とほぼ同等の広さである。

また、鳥取地方最低賃金審議委員からは「傍聴することで率直な意見交換ができない」という声は

全くない（事務局）という。 

運営規定の解釈で、ここまで違う運営を行っていることはおかしいことであることを広島労働局、

及び広島地方最低賃金審議委員会には認識していただきたい。今年の第１回広島県最低賃金審議会

の傍聴希望は９人で４人が傍聴できなかったと聞くが、なぜは入れないのかの説明を広島労働局長

は行うべきであり、一部非公開にする提案を行っている「広島地方最低賃金審議会会長」は鳥取県

との違いを説明するべきである。 

 

このことこそ、中央最賃審議会全員協議会のいう「④地方最低賃金審議会を含む目安審議の議論

を注視する者に対して議論のプロセスをできるだけ分かりやすく示すことで、審議の透明性や納得

感を一層高めることも重要である。」につながると考える。 

 

以  上 

 



２０２３年７月２４日 

 

広島県労連女性センター  

幹事 浜崎理恵 

 

        広島県最低賃金改正にむけての意見書 

 

 「男は仕事 女は家庭」「所詮 女は半人前」「長男の嫁らしくあれ」「子どもは３歳まで

母親が家庭で育てるべき」等々、女性蔑視や性別役割分担の呪いの言葉が、「人権の世紀 ２

１世紀」であっても、日本ではまだまだ当たり前のように女性の生き方を制限し、そのこと

が女性の賃金を引き下げています。 

 その反面、労働者数でみると、全労働者の４６～４７％は女性であり、女性労働者は男性

並みに日本の経済をけん引しており、それでありながら女性の６割が非正規で働かざるを

得ず、しかも最賃平均が 961 円というのは大問題です。 

 総務省が発表している 2020 年の男女の年収の平均は、男性 550 万円に対して女性は 153

万円、生涯賃金では 1億円以上の差になります。 

 特に深刻なのはシングルマザーで、「子どもに食べさせるため自分の朝食は職場の給湯室

で白湯」「電気代が髙いから、夏でも入浴回数を減らす」「どんなに暑くてもエアコンを使わ

ない」「トイレで流す回数は 1日 1回にする」等、人間としての尊厳が守られているとは言

えません。 

 また、ダブルワーク、トリプルワークしなければ生活できないとして、1つの仕事で生活

できないこと自体が人間の尊厳が守られていないわけで、いずれにしても国による人権侵

害です。 

 また、職場で賃金差別があるということが「「ハラスメント」を引き起こすことになります。 

 これらを解決するためには、まず、最低賃金の引き上げを早急に行うことです。物価高騰

や電気料金値上げも厳しいなか、できれば時給 2000 円以上を求めたいですが、まずは時給

1500 円以上で全国一律の最低賃金制度の早期実施を求めます。 

 ジェンダーギャップ指数が発表し始めて以降、日本の男女格差は広がる一方で、いくら女

性政策があろうとも機能していません。それは、女性政策に「「非正規で働く女性の賃金改善」

が組み込まれていないからです。大事なのは、正規であろうが非正規であろうが、コロナ禍

のような非常事態であっても。非正規で働く女性が自立して生活できる社会の実現です。 

 できれば時給 2000 円以上を求めたいですが、まずは時給 1500 円以上で全国一律の最低

賃金制度の早期実施を求めます。 

以上 



2023 年 7 月 24 日 

広島地方最低賃金審議会 委員各位 

陶山裕子 

2023 年度の地域別最低賃金にむけた意見書 

コロナ禍は日本の社会保障制度の脆弱さが顕著になりました。一律助成や中小業者支援

が打ち出され、助かった国民・中小業者もある一方で、多くの中小零細業者・介護事業所の

倒産、シングルマザーや学生、失業者、高齢者世帯など生活困窮のニュースが流れました。

そのような中、大企業は史上空前の内部留保をため込んでいます。一方、国民の多くはコロ

ナ禍に続くウクライナ戦争や原油高騰、円安、物価高騰など次々に起こる情勢問題に翻弄さ

れ、生活の大変さに悲鳴を上げています。 

2021 年 9 月 18 日付東京新聞では最低賃金近傍の労働者が 10 年で倍増したとの報道があ

りました。最賃 1.1 倍で働く人の数は 2009 年 7.5％から 2020 年 14.2％にまで上るそうで

す。非正規労働者や低賃金の正社員が増えたのが要因の 1 つです。現在の最賃 930 円（1 日

8 時間月 20 日労働で 15 万ほど）では、若者は結婚・出産をしたくてもできず、子育て世代

が貧困に苦しむのは目に見えています。2021 年 10 月 15 日の報道では最賃 1.3 倍以下の正

社員は 2007 年 4.1％から 2020 年 11.7％と約 3 倍です。最賃引き上げで基準が引き上げら

れたことも原因ですが、非正規など雇用が不安定する中で、勤続年数とともに給与が上がる

正社員の雇用が減少していることも原因です。最低賃金制度を企業が労働力を買いたたく 1

つの指標として使っているからではないでしょうか。競争力を高めるため、労働者の生活水

準を無視して近傍で働く人が増加した結果、日本の少子高齢化に加速がかかっています。近

傍で働く人の増加が、最低賃金が高い都市部への人口流出を加速させています。地域に生活

基盤のない外国人労働者が都市部へ流れていることからも、最低賃金を地方別にすること

の弊害が表れています。競争力のない中小業者を大企業と同じ土俵で考えられないという

ことであれば、国が助成を行い労働者の生活を保障すべきです。 

日本の社会保障基盤は脆弱で、セーフティーネットとして満足いくものはほぼありませ

ん。そのような中、これを補うために老後 2 千万必要などと言われた時期もありますが、こ

のような低賃金化が進む中、当然ながら生活資金・教育資金を使った後に満足に貯蓄ができ

るはずもありません。まずは労働者の最低賃金を引き上げ、誰でも普通に人間らしく生活で

きる社会にするため、全国一律 1500 円の最低賃金制度を求めます。 

 

以 上 






